
人事行政の運営等の状況の公表 

 

 2019 年度における本町の人事行政の運営等の状況について、八郎潟町人事行政の運営等の状況の公表

に関する条例（平成 17年条例第 3号）第 4条の規定に基づき、次のとおり公表する。 

 

八郎潟町長 畠山 菊夫     

 

１ 職員の任免及び職員数に関する状況 

 ⑴ 2019年度の採用職員数（人） 

試験区分 採用者数 

一般行政職 大学卒業程度 １ 

 

 ⑵ 2019年度の事由別退職者数（人） 

職種 
定年 

退職 

早期 

退職 

その他 

計 普通 

退職 

分限 

免職 

懲戒 

免職 

死亡 

退職 

一般行政職 １ ０ １ ０ ０ ０ ２ 

 

 ⑶ 職員数の状況（各年４月１日現在・人） 

部門 
職員数 対前年 

増加数 
備考 

2019年度 2020年度 

一
般
行
政 

議会 1 1 0  

総務・企画 16 16 0  

税務 4 4 0  

農林水産 6 5 △1 事務分掌の見直し 

商工 1 2 1 事務分掌の見直し 

土木 5 5 0  

民生 4 4 0  

衛生 5 5 0  

小計 42 42 0  

教育 14 14 0  

公
営
企
業
等 

水道 2 3 1 事務効率化のための増員 

下水道 1 1 0  

その他 7 7 0  

計 10 11 1  

合計 66 67 1  

  ※職員数は、臨時的に任用された職員及び非常勤職員を除きます。 

 



 ⑷ 一般行政職の級別職員数の状況（2019年度） 

区分 級別標準職務表の職務の内容 職員数（人） 構成比（％） 

1級 主事 11 21.6 

2級 主任 10 19.6 

3級 係長 9 17.7 

4級 課長補佐 12 23.5 

5級 課長、議会事務局長、会計管理者 2 3.9 

6級 
困難な業務を行う課長、議会事務局長、

会計管理者 
7 13.7 

 

２ 職員の給与の状況 

 ⑴ 人件費の状況（2019年度 普通会計決算） 

住民基本台帳人口 

（R2.1.1） 

歳出額 

（A） 

人件費 

（B） 

人件費率 

（B/A） 

2018年度の 

人 件 費 率 

人 

5,756 

千円 

3,549,730 

千円 

280,295 

％ 

7.90 

％ 

8.23 

 

 ⑵ 職員給与費の状況（2020年４月１日現在 普通会計予算） 

職員数 

（A） 

給与費 1人当たり 

給与費(B/A) 給料 職員手当 期末・勤勉手当 計（B） 

人 

59 

千円 

210,694 

千円 

33,158 

千円 

82,509 

千円 

326,361 

千円 

5,532 

  ※１ 特別職の給料、手当は含みません。 

   ２ 職員手当に退職手当は含みません。 

 

 ⑶ 初任給の状況及び経験年数別の平均給料月額 

  ① 初任給の状況（2020年４月１日現在） 

区分 初任給 

上級（大学卒） 181,928円 

中級（短大卒） 162,396円 

初級（高校卒） 149,610円 

 

  ② 平均給料月額等（2020年 4月 1日現在） 

区分 平均給料月額 平均年齢 

経験年数別平均給料月額 

10年以上 

15年未満 

15年以上 

20年未満 

20年以上 

25年未満 

一般行政職 292,722円 42.3歳 251,961円 260,996円 314,395円 

  



⑷ 諸手当の状況 

  ① 期末・勤勉手当（2019年度） 

区分 ６月期 １２月期 計 

期末手当 1.3月分 1.3月分 2.6月分 

勤勉手当 0.825月分 0.925月分 1.75月分 

計 2.175月分 2.175月分 4.35月分 

 

  ② 退職手当（2019年度） 

区分 勤続 20年 勤続 25年 勤続 30年 最高限度 

自己都合 19.669500月分 28.03950月分 34.73550月分 47.709月分 

定年 24.586875月分 33.27075月分 40.80375月分 47.709月分 

   ※2019年度の退職手当平均支給額については、個人の特定の恐れがあるため記載しません。 

 

  ③ 時間外勤務手当（2019年度） 

支給総額 6,788,150円 

支給対象職員 1人当たり支給年額 123,421円 

 

  ④ その他の主な手当（2020年 4月 1日現在） 

手当名 内容 区分 支給額 

扶養手当 

扶養親族のある職員に支給 

配偶者等 月額 6,500円 

子 月額 10,000円 

父母等 月額 6500円 

満 16 歳となる年度の初

日（4 月 1 日）から満 22

歳となる年度の末日（3

月 31日）までの子 

1人当たり 

月額 5,000円を加算 

住居手当 借家又は借間に居住し、月

額 12,000 円を超える家賃を

支払っている職員に支給 

 最高 月額 27,000円 

通勤手当 通勤距離が片道２ｋｍ以上

で、交通機関を利用する職

員又は自動車等を使用する

職員に支給 

交通機関利用 最高 月額 55,000円 

自動車等利用 最高 月額 31,600円 

寒冷地手当 
11 月から 3 月までにおいて

在勤する職員に支給 
 

扶養親族の有無などに

応じて月額 7,360 円～

17,800円 

 

 



 ⑸ 特別職の給料及び報酬等の状況（2020年 4月 1日現在） 

区 分 給料及び 

議員報酬 

期末手当 退職手当 

6月期 12月期 算定方法 支給時期 

町 長 630,000円 1.475月分 1.475月分 給料月額×在職月数×47/100 任期ごと 

副町長 503,000円 1.475月分 1.475月分 給料月額×在職月数×28/100 任期ごと 

教育長 486,000円 1.475月分 1.475月分 給料月額×在職月数×21/100 任期ごと 

議 長 210,000円 1.475月分 1.475月分 

支給しない 副議長 194,000円 1.475月分 1.475月分 

議 員 186,000円 1.475月分 1.475月分 

 

３ 職員の勤務時間その他の勤務条件の状況 

 ⑴ 勤務時間の状況（2019年度） 

勤務時間 休憩時間 

午前 8時 30分から午後 5時 15分まで 正午から午後 1時まで 

 

 ⑵ 休暇の状況 

  ① 年次休暇の取得状況（2019年 1月から同年 12月） 

  対象人数 使用可能日数 総使用日時数 1人当たり使用日時数 

65人 2,534日 830日 7時間 12日 6時間 

 

  ② 休暇制度の概要 

   ・休暇の種類 

種類 内容 

年次休暇 1年に 20日（新規採用の年は、採用月に応じて定められた日数）与えられ

る。残日数は、20日を限度として翌年に繰り越すことができる。 

病気休暇 負傷又は疾病により療養する必要があり、勤務しないことがやむを得ないと認

められる場合に与えられる。 

特別休暇 特別の事由により職員が勤務しないことが相当である場合に与えられる。（主

な特別休暇は、次の表のとおり） 

介護休暇・ 

介護時間 

配偶者、父母等の介護をするため、勤務しないことが相当であると認められる

場合に与えられる。 

 

   ・主な特別休暇 

種類 内容（日数等） 

結婚休暇 職員が結婚する場合に与えられる（5日の範囲内） 

産前・産後休暇 女性職員が出産する場合に与えられる（産前 8週・産後 8週） 

忌引 職員の親族が死亡した場合に与えられる（親族区分によって定めた日数） 

夏季休暇 盆などの諸行事、心身の健康の維持等のため与えられる（年 4日以内） 



 

 ⑶ 休業の状況 

  ・育児休業の取得状況（2019年度） 

性別 取得可能者数 取得者数 取得率 部分休業取得者数 

女性 1人 1人 100％ 0人 

男性 3人 0人 0％ 0人 

 

４ 職員の分限及び懲戒処分の状況 

 ⑴ 分限処分及び懲戒処分を受けた職員の数（2019年度） 

分限処分を受けた職員の数 懲戒処分を受けた職員の数 

降任 免職 休職 降給 計 戒告 減給 停職 免職 計 

1人    1人   1人  1人 

 

 ⑵ 行為別懲戒処を受けた職員の数（2019年度） 

行為区分 戒告 減給 停職 免職 計 

一般服務      

公金等      

公務外非行   1人  1人 

交通事故 交通法規違反      

監督責任      

計   1人  １人 

 

５ 職員の服務の状況 

 ⑴ 職務に専念する義務の免除 

   職務に専念する義務の免除は、公務優先の原則を前提として、職務専念の義務を免除することが

公務の民主的かつ能率的な運営に支障がない場合にのみ、例外措置として認められるものであり、

主に次に掲げる事項などがあります。 

  ① 研修を受ける場合 

  ② 厚生に関する計画の実施に参加する場合 

  ③ 職員の福利厚生を目的とする団体の事業に従事する場合又はその事業に参加する場合 

  ④ 国又は地方公共団体の機関、学校その他の団体から委嘱を受けて講演、講義等を行う場合 

 

 ⑵ 営利企業等に従事する場合の許可の状況 

   職員には職務専念義務が課せられており、勤務時間中は本来の職務に専念すべきことはもちろん

ですが、勤務時間外においても、職員が営利企業を営むことや報酬を得て何らかの事務に従事する

ことは、原則として禁止されています。ただし、当該営利企業との間に特別の利害関係又はその発

生の恐れがなく、かつ職務の校正円滑な執行に支障がない場合その他法の精神に反しないと認めら

れる場合に限り、兼業・兼職を認めています。2019年度における許可の状況は次のとおりです。 



区分 内容 人数 

兼業 農業等 ７人 

兼職 消防団員等 18人 

 

６ 職員の研修及び勤務成績の評定の状況 

 ⑴ 2019年度に受講した研修の状況 

区分 受講者数 

階層別研修 

新規採用職員研修 １人 

３年目職員研修 ２人 

主任級研修 ３人 

監督者級（Ⅰ）研修 １人 

監督者級（Ⅱ）研修 ２人 

その他の研修 

能力開発研修 ３人 

市町村アカデミー ３人 

海外研修 １人 

 

 ⑵ 人事評価の状況 

  ①対  象 常勤の職員で一般職に属する者 

  ②評 価 者 

被評価者 一次評価者 二次評価者 

課長級 副町長 町長 

その他の職員 課長 副町長 

  ③評価期間 ４月１日から３月３１日まで 

  ④評価方法 能力評価及び業績評価 

   ・能力評価 被評価者の職位に応じた期待役割の達成に結びつくような能力の発揮状況について

評価する 

   ・業績評価 期待役割の達成に向けた職務遂行の結果としての成果について評価する 

 

７ 職員の福祉及び利益の保護の状況 

 ⑴ 健康診断等の状況（2019年度） 

区分 受診者数 

定期健康診断 32人 

人間ドック 23人 

 

 ⑵ 共済組合及び互助会の事業の概要 

   本町は、秋田県市町村職員共済組合に加入しています。 

   秋田県市町村職員共済組合では、短期（医療保険）、長期（公的年金）、福祉（保健、貯金、貸

付）等の事業を行っています。これらの事業は、職員の掛金と町の負担金で運営されています。 



 ⑶ 公務災害の発生状況（2019年度） 

申請 認定 不認定 継続審議 

公務災害 0 0 0 0 

通勤災害 0 0 0 0 

 

 ⑷ 職員からの措置要求・不服申し立ての状況 

   職員は、給与その他の勤務条件に関して、使用者である地方公共団体の当局が適当な措置を執る

べきことについての要求を、またその意に反して懲戒処分等、不利益な処分を受けたと思うとき

は、それについての不服申し立てを、公平委員会に対してすることができることとなっています。

2019年度において措置要求及び不服申し立てはありませんでした。 


